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環境基本計画とは、環境基本法に基づき、環境の保全に関する
施策の総合的かつ長期的な施策の大綱を定めるもの。
これまでに３回（1994年、2000年、2006年）策定。

2012年４月27日に、１年に及ぶ見直しを経て、第四次となる環境
基本計画を閣議決定。

（参考）環境基本法第１５条 （抄）
第十五条 政府は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環境の保全に関する基本的な
計画（以下「環境基本計画」という。）を定めなければならない。
２環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱
二 前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３～５ 略

環境基本計画とは環境基本計画とは



環境基本法

第4次環境基本計画

生物多様性基本法 循環型社会形成推進基本法

生物多様性国家
戦略2012－2020

第3次循環型社会形成推進基本計画

2012年4月

2012年9月
2013年5月

地球温暖化対策計画

検討中

循環の「質」

愛知目標の達成



これまでの環境基本計画

 第一次環境基本計画（１９９４年）

①環境政策の体系化 が課題

②4つの長期的目標の提示

「循環」「共生」「参加」「国際的取組」

このキーワードによる政策・施策の

体系化もめざした

環境基本法の制定

計画は毎年、中央環境審議会で、進捗状況を点検、閣議で報告



 第2次環境基本計画（２０００年）

①環境基本法4条の再確認

＝持続可能な社会

②戦略的プログラムの設定

③4つの基本的考え方

「汚染者負担の原則」「環境効率性」

「予防的な取組方法」「環境リスクの考え方」

21世紀の到来

環境省の発足



 第3次環境基本計画（２００6年）

①長期の視点の導入

②指標による進行管理の導入

③基本法3条の再確認と「人と人との共生」

対策

手法

理念

→「持続可能な社会」の意義の明確化

→“環境・経済・社会の統合”の視点の導入

温暖化の深刻化

環境政策の高度化



21世紀環境立国戦略（2007年）



環境と社会経済の状況

• 世界

• 地球温暖化、生物多様性の損失、

廃棄物問題の危機感の高まり

• 国内

• 投入天然資源の減少

環境の状況環境の状況

• 世界

• 経済・社会のグリーン化の進展

• 国内

• 少子高齢化の進展

• 東日本大震災やそれに伴う原子力発電所事故の影響

社会経済の状況社会経済の状況
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第4次環境基本計画（2012年）

① 東日本大震災後の価値観の変化を反映

－安心・安全こそ持続可能社会の目的であることを確認、地球が持

続不可能なものになりつつあることへの早急な取組み開始を指摘－

② 政策の横断的取組みの重要性を強調

③ 環境と経済の関係を重視、経済社会のグ
リーン化を強力に推進

理念

手法

課題

低炭素社会・循環型社会・生物共生社会の統合的達成による
持続可能な社会へ



－目指すべき持続可能な社会の姿－
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「安全」が確保されることを前提として、

「低炭素」・「循環」・「自然共生」の各分野が、

各主体の参加の下で、統合的に達成される社会



－今後の環境政策の展開の方向－
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①政策領域の統合による持続可能な社会の構築

②国際情勢に的確に対応した戦略をもった取組の強化

③持続可能な社会の基盤となる国土・自然の維持・形成

④地域をはじめ様々な場における多様な主体による行動と参画・協働の推進



４．地球温暖化に関する取組

５．生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組

６．物質循環の確保と循環型社会の構築のための取組

７．水環境保全に関する取組

８．大気環境保全に関する取組

９．包括的な化学物質対策の確立と推進のための取組

横

断

分

野

個

別

分

野

個

別

分

野
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１．経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進

２．国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進

３．持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整備の推進

－９つの優先的に取り組む重点分野－
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１.経済・社会のグリーン化とグリーン・イノベーションの推進

• 個人や事業者の環境配慮行動の浸透、環境配慮型商品・
サービスの普及により、経済・社会のグリーン化を推進。

• 技術革新、新たな価値の創出や社会システムの変革を含む
グリーン・イノベーションを推進する。2020年に環境関連新規
市場50兆円超、新規雇用140万人創出を目指す。

具体的な施策：
①商品・サービスに係る環境に関する情報提供の促進
②環境マネジメントシステムの普及
③環境ビジネスの振興・環境金融の拡大
④中長期のあるべき社会像を踏まえた統合的政策研究の推進
⑤分野横断的な研究開発の推進 等

－９つの優先的に取り組む重点分野－

太陽光発電
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２．国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進

• 我が国の経験や技術を提供することによって、途上国において
増大する環境負荷を低減するための支援を積極的に行ってい
く。

• 国益と地球益双方を確保するため、国際社会にとって公平で
実効的な枠組み形成や国際協力に戦略的に取り組む。

具体的な施策：
①「グリーン経済」を念頭においた国際協力
②アジア等の重点地域との協力
③国際的な枠組み作りにおける主導的役割
④民間資金や多国間資金の積極的活用
⑤地球規模での環境保全の推進 等

－９つの優先的に取り組む重点分野－

第15回 日中韓三カ国環境大臣会合(TEMM)



－９つの優先的に取り組む重点分野－
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３．持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり、基盤整備の推
進

• 国民全体が森林、農地、河川、都市等の国土の有する価値を保全・増大
させ、将来世代に引き継いでいく考え方を共有し、これに取り組んでいく
社会を構築する。

• 持続可能な地域づくりのため、文化、人材、コミュニティを含む地域資源
の活用を進め、地域づくりの担い手の育成と各主体間のネットワークの
構築・強化を進める。

• 環境政策形成に資する環境情報の充実や環境影響評価制度の充実・強
化に取り組む。

具体的な施策：
①森林、農地等の適切な保全
②高い環境性能を備えた交通ネットワーク、住宅等の形成・維持
③環境教育の推進
④環境情報の収集・提供
⑤より上位の戦略的環境アセスメントの検討 等



重点分野の取組において各主体に期待する役割
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•企業

•環境負荷の低減への取組、環境情報の適切な開示・提供を行う。

•投資家・金融機関

•環境に配慮した投融資活動を行う。

•消費者

•商品購入時、環境配慮の製品・サービスを積極的に利用する。

１．経済・社会のグリーン化に関し
て
１．経済・社会のグリーン化に関し
て

•事業者

•途上国などに環境保全技術・製品・サービス等を提供する機会を増や
す。

•事業活動の環境管理に関する情報を公開する。

２．国際戦略に関し
て
２．国際戦略に関し
て

•ＮＰＯ

•多くの主体と連携しながら地域づくりの中心的な役割を担う。

•国民

•持続可能な地域づくりへ積極的に参加する。

３．持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくりに関して３．持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくりに関して
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－震災復興・放射性物質による環境汚染対策－
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東日本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項東日本大震災からの復旧・復興に際して環境の面から配慮すべき事項

地域づくり・コミュニティの再生

• 地域づくり・コミュニティの再生・構築を通じた被災地における安全・安心な社会の構築

迅速な復興と環境保全の両立

• 環境保全の確保と両立した環境影響評価における手続きの迅速化等

持続可能な地域への再生

• 復旧・復興に当たっての低炭素型社会（再エネ・省エネの推進等）、循環型社会（災害廃棄物処理等）、自然共
生社会（生物多様性の回復等）の構築

• 安全の確保に向けた取組（有害物質に関する環境保全と健康被害防止、アスベスト飛散・ばく露防止対策）

• 環境研究・技術開発（災害廃棄物処理等）

放射性物質による環境汚染からの回復等放射性物質による環境汚染からの回復等

事故由来放射性物質によって生じた汚染廃棄物の処理、除染等の措置等の推進

•特措法、特措法に基づく基本方針、「中間貯蔵施設等の基本的な考え方」、「除染ロードマップ」に基づく取組の
実施

放射線による人の健康へのリスクの管理及び野生動植物への影響の把握

• 健康管理調査等（福島県）の支援、放射線の人体への影響等に係る広報、調査研究

• 野生動植物の調査、他の研究機関との情報交換等の実施

放射性物質による環境汚染対策についての検討

• 環境基本法等の改正を踏まえ、今後の放射性物質による環境汚染に対する対応の検討について記述







地域環境力の支持基盤

主体の力

・各主体（住民、NPO、企業、行政等）の環境に関する関心、知識、動意図、行動、地域の把握 等

主体間の関係の力

・環境関連主体の相互の関心、信頼、互助規範の共有、目標の共有、ネットワーク、活動上の連携、
計画への住民参加、大学との連携、世代連携

地域環境力の発現（主体と環境の関係）

・地域環境資源の活用（資源循環） ・環境負荷の削減 ・自然環境の保全と創出

地域環境保全
・地域（地球）環境への負荷削減、
地域（地球）環境の保全・改善

経済の活性化
・地域産業の振興、雇用創出、
所得向上 等

地域における環境と経済、社会の統合的発展

状況

変化

波及

蓄積

社会の活性化
・生計、安全・安心、健康、快適
自己実現、連帯感

制度インフラ
・計画制度、義務・届出 等

ソフトインフラ
・生活様式、文化、精神的土壌 等

ハードインフラ
・環境とふれあい施設・空間
目に見える環境景観 等

地域の外部要因

マクロ政策（環境・都市/地域・産業・農業） 国民的環境文化・環境伝統・環境生活

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

地
域
行
政
施
策

Ⅳ

効果



福岡市の環境基本計画の流れ

・福岡市環境プラン（昭和61年）の視点
□公害の防止 □快適環境の創造 □自然環境の保全

・第一次福岡市環境基本計画（平成9年）の視点
□「地域環境の保全」から「地球環境の保全」へ
□自然環境の【保全】から人の【共生】へ
□循環型社会の構築 □国際的協調 □環境認識の共有

・第二次福岡市環境基本計画（平成18年）の視点
□３つの重点分野：【循環型社会】【温暖化】【生物多様性】
□地域の環境特性を活かした地域づくり （地域の環境力の発揮）

□成果指標による進行管理 など



第二次計画策定の経緯
平成１７年５月１０日 環境審議会に諮問

平成１７年５月３０日 環境基本計画検討委員会による素案の検討

～１０月１５日 （計５回）

平成１７年８月 検討委員会と各区で市民（地域団体）との意見交換

～１１月

平成１７年１１月２８日 環境審議会に計画の素案を報告

平成１７年１２月２６日 環境審議会に中間とりまとめ案を報告

平成１８年２月１５日 計画の中間取りまとめに対する市民意見募集

～３月１４日 （パブリックコメント）

平成１８年５月２９日 環境審議会で計画の答申案を審議

平成１８年６月２１日 環境審議会会長より市長への答申



環境基本計画の位置づけ

環境にやさしい都市をめざす福岡市民の宣言
同行動計画

福岡市環境基本条例

福岡市環境基本計画

福岡市環境基本計画に基づく部門別計画
○新循環のまち・ふくおか基本計画
（福岡市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画）

○福岡市地球温暖化対策推進地域計画
○福岡市自動車交通公害防止計画
○博多湾環境保全計画
○福岡市環境教育・学習計画

環境基本法

環境基本計画

福岡市基本計画
（全市編・区別編）
その他関連計画



第二次環境基本計画の組立

第１部 計画の策定にあたって

第２部 環境の課題と背景

第４部 施策の展開

第５部 計画の推進

第３部 環境像とめざすべき環境の姿



計画の骨子
・策定にあたっての４つの視点

◇総合的・統合的 ◇長期的
◇広域的 ◇自治・自律・共働

・課題と背景
市として、また国等連携して取り組むべき課題と背景

・環境像に、新たに「めざすべき環境の姿」を提示
◇私たちのまちの姿 ◇私たちの暮らしの姿

・施策の展開
◇重点的に取り組む３つの分野 ◇分野別の施策
◇地域の力を活かした環境保全の推進
◇分野横断的な施策の推進

・計画の推進
◇推進体制の拡充 ◇総合的な進行管理 ◇調査研究の充実



施策の展開

◎重点的に取り組む分野

重点１ 福岡式循環型社会システムの構築

重点２ 温暖化対策を考えた福岡のまちづくり

（１）省エネルギー型都市への転換

（２）自動車交通に起因する環境負荷の低減

（３）ヒートアイランド現象への対応

重点３ 自然とのふれあいと生物多様性の保全



◎分野別施策の展開

□人と海・山との豊かなふれあいを保ち、

生きものと共生するまちづくり

□歴史やすぐれた景観を活かした快適なまちづくり

□健康で安全・安心な環境の確保

□環境への負荷が少ない、循環型社会の構築

□地球環境問題への対応と国際的貢献



◎地域の環境特性を活かした施策の推進（その１）

○地域の環境特性の発見・把握

◇環境特性

環境資源（自然，歴史など）と生活環境問題

○地域の力を活かした共働による
環境面からの地域づくり

◇地域の力
環境特性＋住民・事業者・NPO・自治組織

◇共働
地域と行政がともに汗して取り組み、行動する

・環境問題は、地域で取り組むのに適したテーマ

・環境保全活動を通して地域コミュニティの活性化を期待



◎地域の環境特性を活かした施策の推進（その２）

○地域の環境力を高める地域活動への支援
◇地域の環境力

地域によって違う。

地域が人も含めてどういう特性を持ち、課題は何であって、

どう解決していくのかという総合的な力

・地域の自発的な取り組みに対する経済的な支援

・地域の環境特性、取り組み内容や人材に関する情報を

発信・共有



◎環境に配慮した行動を促すための共通的基盤の整備

（分野横断的な施策の展開）

□市民・事業者・NPO・自治協議会などの主体的・自発的な

取り組み及びその連携の促進

□広域的な連携及び取り組みの促進

□環境教育・学習の推進

□環境情報の継続的な収集・発信と共有

□環境影響評価の推進

□積極的な環境配慮の促進

□経済的手法・規制的手法などの導入を含めた統合的

アプローチ



計画の推進

○推進体制などの拡充
・市民と行政の共働による計画の推進（推進体制組織）

・庁内体制（全庁連携）

・関係機関との協力（広域連携、大学など）

・表彰制度の創設 ・環境保全意識の向上 ・基金の活用

・資産の効率的な運用管理（アセットマネジメント）

○環境の総合的な管理
・ＰＤＣＡ方式による施策の進行管理・評価・見直し

・環境マネジメントシステムの推進

○調査研究の充実



• 成果指標

新・基本計画と整合しながら５分野１５項目で成果指標３０を設定

〔主な指標〕

○循環型社会の構築

・ごみ減量・リサイクル率

１５％（２００２年度） → ３０％（２０１５年度）

・ごみ要処理量

６８．９万トン（２００２年度） → ６２万トン（２０１５年度）

・市民の省エネ・省資源行動指標（省エネ・省資源を実践している市民の割合）

４９．６％（２００２年） → ７０％（２０１５年）

・市民の１人１日あたりの水使用量

３３０ﾘｯﾄﾙ/人･日（１９９３年度）→３１０ ﾘｯﾄﾙ/人･日（２０１５年度）



○温暖化対策

・家庭部門：世帯あたりの二酸化炭素排出量
２，３９７ｋｇＣＯ２／世帯（２００４年度）→原単位８％減（２０１０年度）

・業務部門：床面積あたりの二酸化炭素排出量
１３１ｋｇＣＯ２／㎡（２００４年度）→原単位１４％減（２０１０年度）

・運輸（自動車）部門：１台あたりの二酸化炭素排出量
２，４９８ｋｇＣＯ２／台（２００４年度）→原単位８％減（２０１０年度）

・自転車放置率
３３．２％（２００２年） → １５％（２０１５年）

・公共交通機関利用による３０分圏域率
（市街化区域のうち、都心部へ公共交通機関を利用して３０分で行ける地域の割合）

８１％（１９９８年） → ９０％（２０１５年）
・都心部への公共交通機関利用率

（北部九州圏から福岡都心部への移動に公共交通機関を利用する人の割合）

５８．２％（１９９３年） → ６５％（２０１５年）



○自然環境

・みどり率（担保性のある緑に覆われた面積の全市域面積に対する割合）

３０．０％（１９９６年） → ３３％（２０１０年）

・農地面積（農業振興地域の農用地区域内）
１，５８２ｈａ（２００２年） → 現状を維持（２０１５年）

・森林面積
１１，０８５ｈａ（２００５年） → 現状を維持（２０１５年）

・河川支流及び水路などの細流におけるメダカ確認地点数
３４／２８６（２００１年） → ６８／２８６（２０１５年）


